
社会情報学研究 , Vol. 14, 25‒43, 2008

　バークは，1765年にイングランドの政界に登場
して以降30年の近きにわたりブリテンにおいて生
じた重大な問題の多くに深く関与した．アイルラ
ンド問題はその主たるものの一つであるが，他の
問題と比べその趣はかなり異なる．それは，アイ
ルランドが彼の生国であり，イングランドに移っ
て以降もなお彼の心を捉えて離さず，終生その有
り様に心を砕き続けたにもかかわらず，アイルラ
ンドに関する彼の言及は極めて散発的かつ控えめ
であったということに象徴的に示される．そうし
た中で，本稿で取り上げる『カトリック法論』

（Tracts relating to Popery Laws） は，「長年虐げら
れてきた自分の生国の民衆への彼の感情の雄弁な

吐露」１）とされる『ラングリッシュ卿への書簡』
（Letter to Sir Hercules Langrishe, 1792） をはじめ生
前に公刊された幾つかの書簡等を除き，アイルラ
ンド問題に関する唯一の著作であるばかりか，ロ
ッキンガム侯（Marquess of Rockingham）の知己を
得てイングランドの政界に登場する少し前に企図
されたそれは，彼の最初の政治的パンフレットで
あるとともに，「彼の一連のアイルランド擁護論
の，その嚆矢」２）でもあった．

１．名誉革命とカトリック法

　結局，最後まで書き上げられることなく放置さ 
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れて，バークの死後「断章」（fragments）として
彼の著作集に収められた『カトリック法論 』
は，1760年代初めに書かれたとされる幾つかの草
稿から構成されている．３）彼は，1759年にチャー
ルモント伯（Earl of Charlemont）の紹介を受け， 
商務委員の一人で当時その将来を大いに嘱望され
ていたＷ.Ｇ.ハミルトン（William Gerald Hamil-

ton）と親交を結び，それが縁で，ハミルトンが
アイルランド総督ハリファクス伯（Earl of Hali-

faks）の主席秘書官として渡島することになった
のに伴い，その私設秘書として1761–2年と1763–4
年の二度にわたり生国アイルランドの土を踏んで
いる．４）当時アイルランドでは隔年ごとに議会が
開催されており，アイルランド総督は議会開催に
合わせて渡島するのが常であった．とはいえ，こ
の時期の私設秘書としてのバークの言動はあまり
定かではない．ポイニングズ法（Poynings' Law）

の下にその独立性を失っていたアイルランド議会
は二年分の予算を審議・議決することを主務とし
ており，その地の有力者と交渉を重ねながら議会
を無事平穏に運営することがハミルトンに課され
た主な仕事であった．それゆえ，私設秘書として
のバークの仕事もアイルランドの議員や行政官な
どと交流して政情を正確に把握し，それを基に適
宜アドバイスしてハミルトンを補佐することにあ
ったと推知されるが，そうした中で生まれたのが
この『カトリック法論』である．と同時にまた，
実際政治の場に身を置き，つぶさにそれに触れる
というこのときの経験が，その後の政治家バーク
を準備したということもできる．５）

　ところで，この時期のアイルランドではプロテ
スタントを中心に変化を求める新しい動きが生ま
れつつあった．1760年のジョージ三世の即位，お
よびそれに続くアイルランドの議会選挙を契機
に，急進派政治家Ｃ. ルーカス（Charles Lucas）や
後に義勇軍運動の指導者の一人となるＨ. フラッ
ド（Henry Flood）といった，アイルランドの利
益を主張して政治的変革を求めるプロテスタント
の一群がアイルランドの下院に登場し始めてい
た．６）しかしその一方でカトリック農民の生活

は，強制労働，共有地の囲い込み，法外な地代や
十分の一税の強制的な取立てなどのために困窮を
極め，閉塞した状況に対する憤懣が農村を覆って
いた．バークは，アイルランド滞在中に「他の限
りなき非道抑圧に加え，文明化した時代ではこれ
まで知られていない多くの残虐な殺人」がカトリ
ックに対して行われているのを知った，７）と後年
書簡の中で書き残している．後に続くことになる
一連の農村騒擾（agrarian disorders）の走りとし
て，ホワイト・ボーイズがマンスターを中心に闘
争を開始するのは，彼がハミルトンに随行して11
年ぶりに生国に戻ってからのことである．彼らは
白衣を身に纏って地主や徴税人を襲撃したことか
らこの名が付いたが，その直接的原因は，牧草地
の拡大に伴う囲い込みの強化や地代の高騰による
生活破綻であった．コーク（Cork），キルケニー

（Kilkenny），リムリック（Limerick），ティペラリ
ー（Tipperary）などで断続的に発生したこのホワ
イト・ボーイズによる闘争は，農民の行き場のな
い怒りを明確に象徴するものであった．
  後年バークは，『ラングリッシュ卿への書簡』の
中で「刑罰法の精神を周到に調べてきたあなたで
したら，われわれが共通して忌み嫌う現在の不幸
の大部分が（いやしくもあるとして）刑罰法に起
因していることに，完全にお気づきであるに違い
ありません」とした後，次のように述べている．

その公然たる目的は，アイルランドのカトリ
ックを財産も尊厳も教育もない惨めな大衆へ
と貶めることにありました．その公言された
目的は，これらの法規にもかかわらず，某か
の財産を保持または獲得するやもしれない少
数の人々から，残余の人々へのあらゆる種類
の影響力ないし権威を奪い取ることにありま
した．その国民は共通の利害も共感も結びつ
きもない二つの異なる集団に分かたれ，集団
の一方は，すべての選挙権，すべての財産，
すべての教育を所有し，もう一つの集団は，
彼らのための水汲み人や泥炭堀り人から構成
されることになりました．８）

「共通の利害も共感も結びつきもない」二つの別

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
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個な集団により分断された国家，これこそが彼の
目に映じたアイルランドの真の姿であり，「刑罰
法」（Penal Laws）にこそその一切の原因がある
と思念された．これは，バークが終生抱懐した考
えである．後に詳しくみるように，『カトリック
法論』の中で彼は，刑罰法を「その国のばかげた
行為の主たる原因」９）と措定し，様々な角度・論
点からその違法性・不当性ならびに残虐性を激し
く糾弾しているが，この点でまた，『カトリック法
論』は，彼の「カトリック擁護論」ないし「アイ
ルランド擁護論」の出発点であるばかりか，その
本質を規定するものでもあったといえ，そうした
視座から同書を読み解くのが本稿の目的である．
  このようにバークがアイルランドの惨状の元凶
として指弾した刑罰法とは，もっぱら「アイルラ
ンドにおける名誉革命」の帰結として1695年から
1728年までの間にアイルランド議会で制定された
一連のカトリック法（Popery Laws）を指す．名
誉革命によりイングランドの王位をメアリと共同
して継承したウィリアム三世は，フランスの後援
を受けて王位奪還を目的にアイルランドに上陸し
たジェームズ二世を1690年7月ダブリン北方のボ
イン河畔（the Boyne）の戦いで打ち破り，ジェ
ームズの逃亡後もなお頑強な抵抗を続ける，カト
リックを主力としたアイルランド軍を翌年の10月
にリメリックで最終的に降伏させた．このウィリ
アムの勝利は，アイルランドのイングランドへの
従属を決定づけるものであったが，同時にまた，
アイルランド国内にあってカトリックに対するプ
ロテスタント，とりわけ国教徒の優位を確定する
ものであった．アイルランドで絶対少数派であっ
たプロテスタント国教徒は，数の上での劣勢を挽
回して国教徒による寡頭支配を貫徹するため
に，1692年にアイルランド議会からカトリック勢
力を一掃したのを機に一連のカトリック法を制定
したが，何よりもその目的は，カトリックを半永
久的に完全に隷属した状態に置き，もって一切の
脅威・懸念を取り払うことにあった．10 ）

 このことに触れてバークは，先のラングリッシ
ュ宛書簡の中で次のようにいう．

名誉革命は，イングランドとアイルランドに
おいて多くの本質的な点で別々に作用しまし
た．たとえ諸原理が両王国において完全に同
じであったとしても，まったく異なった対象
へのこれらの原理の適用によって，システム
の全精神は，逆さにとは言わないまでも，変
更されました．イングランドではそれは，人
民の大多数の者が彼らを抑圧しようとした非
常に小さな党派の努力に対し彼らの自由を確
立するための戦いでしたが，アイルランドで
は，はるかに大多数の者の市民的自由，財産
および全体の政治的自由を犠牲にした，より
少数の者による権力の樹立でした．11 ）

これは，1792年にアイルランドのカトリックに対
して選挙権を付与することの緊要性・正当性を論
ずる際に述べられた言葉であるが，彼の名誉革命
観を考える上でとりわけ重要である．彼は，歴史
に基づかないフランスの抽象的な革命原理に抗し
て，歴史に裏打ちされる中で形成・発展し，名誉
革命の中で決然と再確認されたイングランドの具
体的な国制原理を措定したが，そうした中で「アイ
ルランドにおける名誉革命」の帰結たるカトリッ
ク法，およびそれに依拠したプロテスタント・ア
センダンシーは，国制に対する根本的かつ重大な
瑕疵を構成するものでもあった．この点で，上記
の言は，そうした心情を明確にしてでも，カトリ
ックの救済・解放を実現しようとする彼の決意を
示すものであったといいうるが，彼のそうした思
いが『カトリック法論』にすでに明確に示されて
いたことを，われわれは後ほど確認することがで
きる．
　しかしその前に，バークが「われわれが共通し
て忌み嫌う現在の不幸の大部分」が起因するとし
たカトリック法の特徴について今少しみれば，次
のようにいうことができる．まずそれは，数の上
で圧倒的多数を占めるカトリック教徒全員を対象
にしていたこと，ならびにその内容が多岐にわた
り，宗教の他に，政治，経済，社会の各方面に及
んでいたことである．12）フランスの，ユグノーに
対するような一般的な弾圧法規と比べて，カトリ

・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・
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ック法がことさら趣を異にするといわれるのは，
それが全人口の三分の二とも四分の三ともいわれ
る数の人々を一括して対象にしていたことによ
る．13）それゆえに，前者のように一部少数派教徒
を対象とした場合，それは純然とした信仰に基づ
く迫害であり，改宗もしくは国外追放を直截的目
的としていたのに対し，後者は，内容に関して多
岐であったものの，その時々の特殊な問題に対応
して制定されたために，著しく体系性を欠いたも
のであった．14）このことに触れてベケット（J. C. 

Beckett）は，いみじくも次のように述べてい
る．「その全般的な目的は，改宗というよりもむ
しろ地位降下にあった．アイルランドの刑罰法
は，フランスのとは異なり，厳密な意味で宗教的
迫害とはみなされえない．というのも，ローマ・
カトリックの典礼を抑圧しようとするものではな
かったからである．」15 ）

  カトリック法は，1695年に制定された二つの法
令をその最初とする．それによりカトリックは，
国内で教師や助教師になったり，海外で教育を受
けたりすることを禁じられるとともに，武器を所
持・携帯すること，ならびに５ポンド以上の価値
を有する馬を所有することも禁止された．さらに
宗教の領域に関して信仰それ自体は黙許されたも
のの，1697年の「聖職者追放令」により大司教，
司教をはじめとした聖職者や各修道会の修道士が
追放され，次いで各小教区に登録司祭を1名だけ
許すとした1704年の「司祭登録法」により，未登
録司祭が国外追放を命じられるとともに，各小教
区は助任司祭を置くことも禁じられた．16）追放令
の後に登録法が制定されたのは，元々追放令は高
位聖職者や修道会士だけでなく，司祭・助任司祭
を含むすべての聖職者を対象としていたものの，
残留してなお活動を行う司祭に加えて，禁を犯し
て帰国する司祭が多数に上ったために，法の貫徹
は困難で，得策でないと思慮されたこと，および
スペイン王位継承戦争が勃発する中で内外に対し
寛容な姿勢を示す必要があると思慮されたことな
どに由る．そのために，ミサは管理され，信徒に
よる聖地への巡礼も一応禁止されてはいたもの

の，法が厳格に施行されることは少なく，無登録
の聖職者は積極的に活動し，違法なミサも恒常的
に執り行われていたのである．17 ）

  従って，それがためにカトリック法は，従来の
弾圧法規とは異なり，宗教的領域ではなく，政
治・経済の領域においてもっともその効果を発揮
したという点に，その最大の特徴を有することに
なる．先の「司祭登録法」と時を同じくして制定
された1704年の法令（「カトリックのさらなる伸
張を防止する法」An act to prevent the further growth 

of Popery）は，カトリックに対する，政治・経済
の両面におけるあからさまな抑圧を意図し，カト
リック社会全体に多大な影響を与えた．1692年に
アイルランド議会から排除されたカトリックは，
この法令により選挙権を事実上奪取された18）上
に，民事・軍事を問わず，あらゆる公職・法曹職
からも排除され，政治的影響力を実質的に失うこ
とになった．また同様にカトリックは，土地財産
の取得に関し諸種の権利を剥奪されるとともに，
贈与による土地の取得や31年を越える土地の賃借
も禁じられ，法定内の賃借についても不当に高い
地代を条件とされた．さらに相続に関して，カト
リックにのみ男子均分相続制が適用されたため
に，カトリックの土地所有者が死去した場合，土
地ならびに財産はすべての子息の間で均等に分割
されなければならず，カトリックがそうした分割
相続を逃れるにはアイルランド国教会に随順する
以外なかった．同法の目的が土地所有者の長子ま
たは法定相続人による改宗を奨励するところにあ
ったとされるのは，そのためである．
　こうした土地財産の取得・相続に関する規制
は，カトリックの土地所有を困難にし，プロテスタ
ントによる土地財産の独占を推し進めることにな
った．土地所有が政治権力への足がかりであった
当時にあって，これは，単なる経済的抑圧に留ま
らず，政治的抑圧とも相俟って，カトリックを政
治的にも経済的にも完全に無力な存在，マホーニ

（Thomas H. D. Mahoney）の言葉を借りれば「奴
隷の境遇にも似た状態」19）に貶めたのである．
これはまた，「カトリック信仰そのものが被支配
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者の宗教に格下げされてしまった」20）ことを意
味した．その結果，カトリックの土地所有者の多
くが不利益を避けるために改宗を余儀なくされ，
上述のカトリック法が制定される前の1703年に14
％あったカトリックの土地占有率は漸減して1778
年までには5％未満になるとともに，地代財産も
400万ポンドのうち6万ポンドを占めるに過ぎなく
なった21）のは，その効果を雄弁に物語ってい
る．バークは，『ラングリッシュ卿への書簡』の
中で一連のカトリック法を評して最大限次のよう
に皮肉っている．

それは，統一性と一貫性に満ち，そのすべて
の部分が上手に整理され，見事に構成された
完全な体系でした．それは，賢明かつ入念に
設計された装置であり，人間のゆがんだ創意
工夫に由来する分，それだけ民衆の抑圧と貧
窮，退廃，およびそうした状態にあって人間
本性それ自体の堕落に申し分なく適しまし
た．22）

２．カトリック法批判

　『カトリック法論』は，冒頭の計画では５章構
成の予定であったが，第1章および第５章を欠い
ており，現存する章は三つだけである．しかも，
編者により付された頭注によると，この三つの章
も第２章を除いて完全ではない．23）バークは，そ
の第３章第１部で，歴史上に現れたこれまでの宗
教的迫害とはまったく質を異にした，アイルラン
ドの抑圧システムは「不正かつ拙劣で何の効果も
なく，この国の繁栄，道徳，安全にもっとも不幸
な影響を及ぼしている」24）とすこぶる明確に指弾
しているが，現存する部分の主な内容は，概ね，
カトリック法がアイルランド社会に及ぼすそのま
ったき悪しき作用を具体的に詳説した部分（第２
章）と，その不正・不当性を明らかにした部分（第
３章，第４章）とに大別される．25）そして後者
は，さらにカトリック法それ自体に内在する不当
性，特定の宗教を人民に強制することの不当性，
および「国家の繁栄，静謐，安全にもたらす有害

にして拙劣な結果」26）の三つに分けて論じられ
ている．
  その中で，カトリック法は法としての妥当性を
著しく欠くがゆえに不正・不当であるとする第一
の論点は，同書のもっともよく知られた部分であ
る．バークは，まず最初に「刑罰と法的無能力か
らなるこのシステムは，小さなセクトや人目を引
かない党派ではなく，極めて多数の者からなる一
団，つまり少なくとも全国民の三分の二を内包す
る一団を対象としている」27）と述べて，カトリ
ック法が対象とする範囲のあまりの異常性を指摘
する．これがその後に展開される立論の大前提を
なす．彼は，一定年数を経た法であっても，「そ
の，共通の権利および正しき統治の目的への背馳
が性質上看過しえず，また実際上広がっているな
らば，この異議申し立ては，法の基礎および原理
にまで及ぶがゆえに，……それを無効とし，結果
として……それを廃棄および撤廃のしかるべき対
象と裁定する」として，法の撤廃に道筋を付けた
後で，次のように論断する．「大勢の人の禍福
は，決してどうでもよいことであろうはずはな
い．人民の大多数に敵対する法は，事実上人民そ
のものに敵対する法である．そうした法の範囲
は，その無効を決定する．」なぜならば，「国民の
多数に仇なす法は，合理的な制度の性質を有さ
ず，同様に権威も有さない」28）からである．
  このようにバークは，刑罰と法的無能力とを一
方的に課し，人民の大多数を法的保護の埒外に置
くカトリック法はその常軌を逸した対象範囲の広
さから，法の名に値しないものとして無効を宣す
るが，ここで彼は論を進め，法が法としての妥当
性を得るための要件として人民の同意と，上級法
である自然法への合致の二つを挙げてカトリック
法を俎上に載せる．まず人民の同意についてであ
るが，彼は次のようにいう．「統治のあらゆる形
態において人民が真の立法者であり，法の制定が
直接的に一人の人間の手によろうと，多数の人間
の手によろうと，その遠因および動因は，人民の
明示的または黙示的同意である．そして，そうし
た同意は法の有効性にとって絶対的に不可欠であ
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る」29）と．では，大多数の人民の法的権利を剥
奪したカトリック法に，黙示的であれ，人民は同
意したといいうるか．確かに人民は立法府の制定
したものに黙諾するが，あくまでそれは，人民の
ために制定された場合に限られる．この点で人民
は，公益の手段および本質についていつも理解し
ているとは限らないが，さりとて明白な権利侵害
を識別できないほどに粗雑愚鈍ではない．彼は，
次のように明快にいう．「大多数の人々を恩恵，
特権，信託からではなく，社会の共通利益から排
除することが彼らのために常に意図されうる，ま
たは彼らの黙諾により常に承認されうると考える
者などいようはずもない．それゆえ，もし法が存
するためにともかくも黙諾が必要であるとするな
らば，そうした法令は法として決して適しえな
い．」30）

  さらに，そうした承認が一塊の人民，すなわち
有権者団により事実上なされたとするならば，ど
うか．この場合もバークは，誰であれ「社会全体
に損害を与える法を制定するいかなる権利も有さ
ない」として，その「無効」を宣している．ここ
で彼は，法が法としての妥当性を得るための第二
の要件として自然法への合致を挙げている．曰
く．

なぜならば，それは，上級の法（superior 

Law）の原理に反して制定されたであろうか
らである．どんな社会も，また全人類さえ
も，上級の法を変更すること能わない．わた
しは，われわれに本性を与え，与える際にそ
れに不変の法（invariable Law）を刻んだ神の
意思についていっている．どんな人間の集団
でも，彼らが欲する法は何であれ制定する権
利を有するという見解，つまり法は単にその
制定から権威を引き出すことができ，その内
容の良否に左右されないという見解以上に，
人間社会の秩序と美点の一切，およびその平
和と幸福の一切をまがう方なく破壊する，い
かなる誤信も指摘することは難しいであろ
う．31）

　このようにバークにとって法は，すべからく自

然法に合致したものでなければならず，「社会全
体に損害を与える法」であるカトリック法は明ら
かに自然法に背馳し，法としての妥当性を欠いた
ものであると断じられる．この点で，彼が人民の
同意よりも自然法を上位に置いていたのは明らか
である．それは，治者と被治者が明確に分断さ
れ，一方的に支配・統治がなされる中で同意はそ
の善し悪しを測るバロメーターであって，人民に
向けられた安定した良き統治とは当然にも人民の
同意を得てしかるべきものであると思念されたこ
とに由る．人民はあくまで政治の客体・対象であ
って，主体的な存在ではない．政治権力は信託で
あり，どのような形態の政府であれ，人民の利益
に資するよう努めるのがその第一の仕事であ
る．32）しかしながら，アイルランドではそうで
はない．それどころか，まったく正反対である．
  そのため統治の絶対的かつ最終的な指標として
自然法を措定したバークは，さらに歩を進め，法
に効力を与えるための不可欠な要件に論及する．
彼はいう．「実際，法には二つの，たった二つの
基礎しかない．それらは二つとも，それなくして
は何も法に効力を与えることの一切能わない，必
要条件である．わたしは，衡平（equity）と功利

（utility）についていっている．」33）これは，自
然法に合致して法は「本源的正義」を具体的に実
現するところにその目的を有していることをい
い，彼は衡平と功利を挙げて法の要諦とする．ま
ず衡平について彼は，「それは，われわれの共通
の本性に基礎づけられ，フィロン（Philo）が適
切かつ美しくも正義の母と呼ぶ偉大な平等の規則
から生ずる．人の手になる法はどれも，正確にい
えば，宣言的であるにすぎない．それらは，本源
的正義（original justice）の様式や適用を変更する
ことはできるが，その本旨に対し一片の支配力も
有しない」という．34）いみじくも「不公平（par-

tiality）と法とは相反する言葉である」35）という
ように，何よりも法の基は平等にあり，それは，
本源的正義が厳しく要請するものである．これを
論拠に彼は，次のようにカトリック法を批判す
る．曰く．「この当の平等は，眼前にある法がそ
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うであるように，正義の分配において必然的な不
平等を引き起こすために人間間に人為的な差異を
創出する，そういった法令の基礎とは決してなり
得ない．」36）

　次いで功利について，それは「部分的または限
定的な功利ではなく，われわれの合理的本性と同
じ仕方で結びつけられ，そこから直接引き出され
る普遍的かつ公的な功利でなければならない．と
いうのも，それ以外の功利は，盗賊の功利，自国
内の敵の利益といって差し支えないが，市民の功
利，すなわちコモンウェルスの構成員の利益では
ありえないからである」37）と述べている．ここで
いう「普遍的かつ公的な功利」とは，公共的功
利，すなわち全体的な利益および幸福のことであ
る．バークは，これを法のもう一つの基礎に据え
て，「安定した価値のある財産の一切から人民の
大部分を締め出す法は，はじめからそのように排
除された一団の功利のために制定されていようは
ずもない」とした後で，次のようにカトリック法
を批判する．曰く．「しかし，よしんば社会のあ
る一団の物的利益をその他の人々の幸福から分離
しうるのは適法であるとしても（実際はそうでは
ないが），それでもなお他の人々を犠牲にして当
の利益を排他的に準備する法に如何なる正当な基
礎も与えられようはずもない．なぜならば，それ
は法の本質に矛盾するだろうからである．法の本
質は，なるだけ法が全体の利益のために制定され
るよう求める．」38）

  この所論でのバークの目的は，どこをどう取ろ
うとカトリック法が衡平と功利のどちらにも基礎
づかないことを明らかにし，もってその不当性・
無効を二重三重に徹底的に宣するところにあっ
た．法が法としての妥当性を得るための要件の一
つとして彼は，自然法を挙げてカトリック法を批
判したが，むしろ，法の基礎たる衡平および功利
を引証することでカトリック法が自然法にまった
く合致しえないことを明らかにしており，衡平と
功利が彼のいう自然法の実質的内容であったとい
うこともできる．この点で，彼が伝統的自然法に
依拠した議論を展開したこと，それゆえに衡平も

功利も彼が援用した自然法と親和性を強くもちえ
た39）ことについて異論の余地はないが，むしろ
ここでより重要なのは，彼がカトリック法を批判
するに際して自然法に依拠した意図ないし理由で
ある．もちろん自然法がもっともよくそれをなし
えたということはいうまでもない．しかしそれと
は別に，もう一つ，カトリック法に依拠したアイ
ルランドの統治のあり方がブリテンの国制にとっ
て大なる禍根となると思念されたことに留意しな
ければならない．
  ここでバークがもっとも危惧したのは，そうし
た本源的正義からの逸脱が常態化し，その範囲が
拡大されることで，本源的正義そのものがその根
本から破壊されるのではないかということであ
る．彼にとってそれはまた専制への途を開くこと
を意味した．「平等と正義の本源的かつ不変な規
則の例外」について彼は，「もしそれらが頻々と
して起こるまでに増えるならば，規則そのものの
廃棄とどう異なるのか．このように頻々となるこ
とによって，それらはもっと先に進みさえするや
もしれない．そしてそれ自体を原理として確立し
て，規則を例外にするやもしれない」40）と述べ
ている．まさにカトリック法は，例外の上に例外
を積み重ねる形で矢継ぎ早に制定され，その結果
一個の原理として確立されるまでに至った．何よ
りも彼には「社会において価値のあるものすべて
に対するわれわれの権原は，本源的正義の諸原理
にのみ由来する」41）との思いがあった．しかる
に，アイルランドでは「人民の大多数が価値のあ
る財産の一切から排除されている．社会のもっと
も大にしてもっともありふれた利得が特権として
授与され，共通の権利に立って享受されていな
い」．42）なればこそ彼は，「不公平と法とは相反
する言葉である．功績も，罪過も，また一方の富
裕にして枢要な地位も，他方の赤貧にして無名の
境遇も，この根本的な真理に変更を加えること能
わない」と述べた後で，「誰でも今ある人は，別
の仕組みで衡平の規則ともっとも露骨な専制とを
弁別しうる正しき基準を措定してみせよ」43）と
いうのである．
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  次に，宗教的寛容に基づき，特定の宗教を人民
に強制するカトリック法は不正・不当であるとす
る第二の論点である．バークは，論を始めるに際
してまず「その構成員がそのように迫害されてい
るこの宗教がその国の古き宗教であり，そしてそ
の国のかつての国教であったことを思い起こすの
は適切である」44）と述べている．これが，第二
の論点の大前提をなす．時代の啓蒙化に伴って宗
教的迫害の考えは善良で思慮ある人々によって論
駁され，かろうじてその残影を新しい宗教的セク
トに対してのみ見出すといった状況の中で，「広
く普及し，確定した宗教的見解を暴力により根絶
しようとする試み」は，時代に逆行するばかり
か，反社会的でもある．彼は，「彼らは，祖先か
ら伝えられてきたがゆえに，……十全なる基礎の
上にそれを受領した」と述べた後で，次のように
いう．「その見解は間違っているやもしれない
が，その原理は，疑いもなく正しい．そして，あ
なた方は，彼らの父祖が樹立した国教への無条件
な賞賛と固守という，一切の中で，恐らく社会を
維持するにもっとも必要である原理に従って行動
した廉で，彼らを罰する」45）と．
  そこでバークは，「実際もし立法権があらゆる
方面から信仰の基礎であると認められるならば，
わたしは，国教反対が謀反であると即座に認める
であろう．……しかしこの学説は，普遍的に，し
かも非常に平易な理由でその権威を否認される」
とした後，宗教は法に先んじ，法に優越するがゆ
えに，超然として独立したものであるとして，次
のようにいう．「宗教は，人間の悟性に影響力を
有し，実にいやしくも存在するために，法に卓絶
し，その本旨から人間のいかなる制度にも依存し
ないようになっていなければならない．でなけれ
ば，それは，まったくもって不条理であろうし，
容認された詐欺であろう．従って宗教は，法がそ
れを確定したから信じられるのではなく，社会の
主要な部分が以前からそれは真理であると信じて
きたから確定されるのである．」46）それゆえ，法
により宗教を強制することは大いなる誤りとされ
る．あくまで「同意がすべての起源」であって，

政府がその権限の範囲を逸脱して強制的にさらに
先に押し進めるならば，それは，「それ自身の制
度が依って立つ基礎を否認する」ことになる．な
ぜならば「如何なる水もその源泉より高くに上り
得ないように，如何なる制度も，その本源から引
き出す以上の権威を有することはできない」47）

からである．
  このことに触れてバークは，「先入見」に依拠し
つつ宗教を擁護してみせる．曰く．「もしわれわ
れが見解の根拠のために先入観（prepossessions）
に訴えなければならないのならば，その愚かさを
日ごと経験している現在よりも，むしろその弱点
が眼前にない過ぎ去りし時代の叡智に従う方が人
間本性の内にある．古きものへの崇敬は人間の性
分に合っている．それゆえ制度が人々に染みつい
ている見解を圧迫するならば，それは，人間本性
の強力な先入見（prejudices）の一切と角突き合
わせることになる．」48）このように彼は，先入見
を人間本性の一部として措定するとともに，古来
より抱懐されてきた宗教を大なる先入見とみな
し，日々転変する気ままな新しい意見にそれを対
置する．何よりもここでの彼の目的は，カトリッ
ク法による宗教そのものに対する露骨な迫害に非
を入れることにあったが，留意すべきは，後にフ
ランス革命を批判するに際し，「裸の理性」に対
置して用いられた先入見がその30年弱前に同様な
構図の下に言及されていることである．これは，
先入見についての議論がフランス革命時にそれを
批判するために突発的に出てきたのではなく，永
らく抱懐されてきたものであることを示している
だけではない．確かにここでの議論は内容的に十
分であるとはいい難いが，しかし「現時にあって
社会は，多くの国で，あらゆる統治形態の下に，
この盲信（superstition）とともにあるだけでな
く，繁栄してもいる」49）と述べていることからも
明らかなように，大なる先入見である宗教は社会
と矛盾なく両立し，さらにはその安定および繁栄
にとって不可欠な要素であると認識されていた点
は注目するに値する．50）

  それゆえバークは，頑迷固陋なカトリックを改
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る」と述べた上で，次のようにいう．「この分配
のどの部分においてであれ，それを妨げる法はこ
とごとく，妨害の圧力と程度に比例して精励勤勉
を挫く．というのは，財産に仇なす法は，精励勤
勉に仇なす法だからである．後者は常に前者を有
し，他の何ものもその用をなさない．」54）

  バークは，その中でも「その他あらゆる種類の
財産の基礎であり，支柱である土地財産（landed 

property）」に注視し，その取得をある一団の人
々に限定し，それが社会内を自由に流通するのを
妨げるのは「土壌の永続的な改良に用いられう
る，かの精励勤勉の一切を妨げるもっとも主たる
要因の一つである」がゆえに，「悪しき政策」以
外の何ものでもないとする．55）土地財産の取得・
所有は，すべての人に開かれていなければならな
い．彼は，ロックを彷彿とさせるような口ぶりで
次のようにいう．「すべての人は，われわれの自
然権の維持と確かな享受が市民社会の大にして究
極的な目的であると確信し，それゆえ，どんなも
のであれ，あらゆる形態の政府は，それらが完全
に従属する，かの目的に役に立つ限りでのみ善で
あると確信する．」56）土地財産を取得・所有する
権利はその最たるものである．アイルランドのカ
トリックは，土地を取得するだけでなく，31年を
越えて土地を賃借することも禁じられたが，そう
した土地財産に関わる権利を剥奪・停止されたこ
とにより，経済的にも社会的にもまったく無力な
存在へと貶められた．彼はいう．「取得欲は，常
に長期的な展望に立った欲望である．つかの間の
所有に限定せよ．さすれば，賢明な国家のことご
とくがその偉大さの第一の原理の一つとして大切
にしてきた，かの賞賛するにたる貪欲（avarice）
をすぐさま断ち切るであろう．一時の所有だけを
認めよ．格率としてその他のどんな所有も不可能
であると断言せよ．さすれば，直ちにそして絶対
確実にその者を一時的な享楽へと向かわしめるだ
ろう」57）と．
  しかし，それは，単にカトリックを「無思慮で
のらくらした放蕩な生活を営む人々」に貶めるだ
けにはとどまらなかった．その影響は甚大で，当

宗させ，その迷信から解放することはまさに「改
良」の名に値するという当時一般に流布していた
考えに対して，改良一般についてその必要性・有
用性を認めはするものの，それはあくまで「強制
的にではなく，奨励によって，つまり強力かつ合
法的な手段である賛助，愛顧，特典によって」な
されるべきであって，「国家の強制的権能は，そ
の存続になくてはならないものに限られる．刑法
の全命令はこれに属する」51）として，その誤り
を指弾する．その本旨は，本来刑法は国家の存続
を損なうほどに不法な侵害を対象とするものであ
って，カトリック法はこの点でもあるべき範囲を
はるかに逸脱しているという点にある．宗教改革
以前のアイルランドにあって市民社会は確かに存
在していたし，カトリックは，そのとき社会が有し
たどんな利得もすべて受領していたが，今や「改
良」の下にそれらの利得から一切排除されてい
る．彼はいう．「市民社会がそれらを包含する限
りは，そしてわれわれが事柄を思いのままにして
いる限りは，われわれのなしている迫害は，われ
われの改革が幾分有害とされるほどに，その存続
にとって必要なものでは決してない．もしこれが
改良であるとするならば，正直なところ何をもっ
て社会の腐敗と呼びうるのか，わたしは知らな
い」52）と．
  最後に，「国家の繁栄，静謐，安全」に悪しき
結果をもたらすカトリック法は不正・不当である
とする第三の論点である．バークは，まず「国家
を栄えさせ富裕へと導く」ものとして「精励勤
勉，知識ないし技芸，道徳，正義の行使，果敢
さ，およびこれらの諸力を一点に向け，そのすべ
てを公益の本源とする際の国家的な団結」を挙げ
ているが，とりわけ「国家の幸福と勢威の第一に
して重要な道具立て」として重視されているのが
「精励勤勉」である．53）カトリック法がことさ
ら財産を対象とし，それにもっとも深甚なる害を
与えているのを見て取った彼は，「精励勤勉を助
成するこれらの市民法（civil Constitution）とは，
財産の取得を促進し，その保有を保証し，その定
着を可能にし，その譲渡を許容するような法であ
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ランドだけでなく，ブリテンにとっても有害であ
ることを明らかにする．彼がここでいう「利益」
とは，もっぱら政治的・経済的利益を指すが，こ
の段階では晩年のようにその政治体制まで批判す
るには至っていない．むしろ，彼が問題にするの
はあくまでその統治のあり方である．過去に生じ
たカトリックの反乱に触れて彼は，「これらの謀
反は寛容によってではなく，迫害によって生み出
されたのである．つまり，それらが起きたのは，
公正で寛厚な統治からではなく，もっとも比類な
き圧制からである」として，カトリックをそうし
た隷属した状態に留置しておくという試みは「公
共の安寧に対するある種の保証というよりも，む
しろ不利益であろう」と述べた後で，いみじくも
次のようにいう．「わたしとしては，すべての国
家にとって真に危険なのは，正当にもその臣民に
不満を抱かしめることであると考える」60）と．
　カトリックに信仰の自由を許し，社会共通の利
益に与ることを認め，それによってアイルランド
を豊かにする，そうした統治がバークの意図する
ところであった．それは，カトリックを，社会を
構成する対等にして平等な市民として扱うことを
意味した．この点で，彼のカトリック法批判は，
単にカトリック擁護のみにとどまらず，アイルラ
ンド全体の利害の促進をも志向するものであっ
た．と同時に，ひいてはそれがブリテンに政治
的・経済的な利害をもたらすとともに，カトリッ
ク法が存在するがゆえにブリテンが必然的に抱え
込まざるを得ない国制上の重大な瑕疵を除去しう
ると思念されたのである．

３．財産権の擁護・市民社会の擁護

  上述のようにバークは，広く一般に流布してい
たカトリック法正当化論を踏まえつつ，様々な角
度・論点からその不正・不当を徹底的に糾弾し
た．この点で，法が法としての妥当性を得るため
の要件を根源にまで辿ってカトリック法を批判し
たくだりがその根幹をなすのは言をまたないが，
彼が全体を通してもっとも重視し，批判を集中さ

然にもアイルランド社会全体に及び，社会は極度
に疲弊することで閉塞した状況へと陥っていたの
である．確かに商工業は，重商主義政策の下にイ
ングランドから様々な制限を課せられてはいたも
のの，リネン工業のように一定の範囲内で発展す
る余地が残されていた．問題は農業であった．北
部のアルスター地方を除き，地主の多くはロンド
ンやバース（Bath）などに居住した不在地主で，
アイルランドにまったく関心を有さない彼らは，
収益を吸い上げることに汲々とするだけで，アイ
ルランドに資本を再投下することなどなかった．
また，農民の大部分を構成した，コティアー（Cot-

tier）と呼ばれた小屋住農は有期契約による小作
農で，定期的な入札により契約が行われるのが通
例であった．そのため短期契約が主流で，地代も
不当に高く設定されていた上に，仮に小作農が収
穫率を高めようとして土地改良を行っても，それ
に対し何の恩沢もないというように，土地改良へ
のインセンティブを著しく欠いていた．バーク
は，「この土地財産の，人民全体に対する拒絶
は，土地の改良を妨げることで，商業で取得され
た財産のいくらかがいわば土地に還元されるのを
妨げるというさらに一層悪しき結果を有する」と
述べ，また次のようにも論ずる．「そこではこれ
らの手段によりどんな美しく有益な場所も，商業
地区や工業地区の回りに形成されてこなかった．
どうして農業は，商業との幸福な提携を祝福する
理由を有してこなかったのか．そして，その統治
構造が土地からなる利益と商業からなる利益とを
分離させてきた，かの国は何と惨めでなければな
らないことか．」58）

  徹頭徹尾それらは，不正・不当なカトリック法
に起因する．しかも，その弊害はアイルランド内
にとどまるものではない．バークは，「もしアイ
ルランドの刑罰法が社会全体に繁栄を行き渡らす
これら道具立てを一つのみならず，そのことごと
くを破壊するのをみるならば，それらが存在する
限り，グレートブリテンは，自然の恵みが当然に
も与える利益をその国から何一つ引き出すことが
できない」59）と述べて，カトリック法がアイル
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遇に留め置く一方，教育を必要とする土地所有者
階級に対しては法益剥奪や財産没収などをちらつ
かせ改宗を選択の余地なきものとし，カトリック
社会を指導者不在の状態にするところにその目的
を有した．しかし，ここでの議論で留意すべき
は，教育からの排除がカトリックの土地財産全般
に関わる抑圧と密接に結びつき，それを補完する
形で機能するよう工夫されていることを明瞭にし
ようとされていた点である．バークがカトリック
法の最大の弊害としてもっとも重視したのは，こ
の土地財産全般に関わる抑圧であり，実際彼は第
2章の大半をそれに割いている．その中で彼が特
に問題にするのは次の二点である．すなわち，第
一は土地財産の所有・相続に関する作用であり，
第二は土地財産の取得に関する作用である．
  まず最初に，土地財産の所有・相続に関する作
用である．カトリックは，1704年の法令により無
償譲渡権，遺言権，ならびに継承的財産設定権を
剥奪されたが，「コモン・ローによる法定相続

（descent）の過程を完全に変更する」64）として
バークがとりわけ関心を寄せたのは，長男子相続
制（primogeniture）の廃止と，それに代わる男
子均分相続土地保有，いわゆるガヴェルカインド
保有（gavelkind）の強制的導入である．後者は主
としてイングランドのケント地方に固有の土地保
有様態であって，子息全員による均分相続は当然
にも土地財産の細分化をもたらすことから，土地
財産があらゆる財産の基であった当時にあってイ
ングランドであろうと，アイルランドであろうと
長男子相続制が一般的であった．しかも，プロテ
スタントには長男子相続制を認め，カトリックに
のみガヴェルカインド保有を適用する一方，ケン
ト地方では認められていた無償譲渡権や遺言権，
継承的財産設定権が剥奪されたことで，長男子に
よる単独相続の道は固く閉ざされたのである．そ
のためカトリックは，土地財産を際限なく均等分
与していくことが不可避となり，世代を経るに従
って「カトリックの土地財産はすっかり雲散」
し，「彼らの家族は，無名の境遇や赤貧にまで零
落し，勤勉あるいは能力を用いることで旧に復す

せたのは，経済的抑圧，とりわけ土地財産に関わ
る法的無能力化であった．バークを伝統的自然法
論の系譜の中で読み解こうとしたスタンリス（P. 

J. Stanlis）は，当然にも第一の論点における雄々
しいまでの自然法への訴えかけに着目し，自らの
有力な論拠の一つとしてそれを称揚している．61）

それに対し，バークを「政治経済学者」（political 

economist）と措定したマクファーソン（C.  B. 

Macpherson）は，「財産と精励勤勉の必然的関
連」の是認，およびその動機としての「取得欲」
や「貪欲」の賞賛・推奨から，この時点ですでに
バークは「ブルジョア個人主義の立場」を確立し
ていたとする．62）この点で，相異なる両者の議論
にはそれなりに首肯すべき点はあるものの，バー
クが『カトリック法論』において実際に何を問題
とし，何を明らかにしようとしたかについて十分
に応えてはいない．そこで本稿では，カトリック
法が社会に及ぼした悪しき作用について彼のいう
ところをみた上で，その本旨を総括することにす
る．
　バークが『カトリック法論』第２章で取り上げ
ている事項は，土地財産の取得・所有および相
続，教育，自己防衛権，結婚などである．その中
で教育についてみれば，カトリックは，国内にお
いて公認された教育機関から完全に排除され，自
ら学校を設立したり，教師になったりすることも
禁じられ，家庭教師として何か教えることすら重
罪とされた．さらに，教育の経路をすべて閉ざす
ために外国での教育も禁じられ，大陸にあるカト
リックの学校や大学に送られて有罪判決を受けた
場合，海外に送り出された者とそれを援助した者
は法益を剥奪されるとともに，人的財産に加え「土
地，法定相続産（hereditaments），馬小屋および
自由土地不動産権，ならびにその中に含まれる信
託財産や権限，諸利益の一切を没収される」が，
たとえその者が幼く，法律に関して無知で，ただ
周りの人間の意思に従っただけであったとして
も，それは何の意味もなさなかったのである．63）

　こうした教育からの全面的かつ徹底的な排除
は，カトリックの民衆を絶対的に無知・無力な境
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されうるが，それとともにバークが注意を払うの
は，父権や夫権といった家族に対する支配権の一
切をもまた喪失しうる点である．カトリック法
は，子どもに対し父親に抗して服従から離脱する
よう勧める一方で，妻に対しても，国教を奉じ
て，子どもの管理だけでなく，世評という社会に
おける満足すら夫から奪うことを奨励する．父権
は父親が子に対して有していた諸権利で，父親
は，コモン・ロー上，子が21歳になるか，あるい
は娘がその前に婚姻するまでの間，母親を含めた
他の一切の人々を排して父権を独占的に行使でき
たのであるが，ことここに至って父権は，カトリ
ック社会にあって衰滅の危機に瀕することにな
る．
　と同時に，それにより夫の妻に対する権利もか
なり縮減されることになるが，さらにそれに加え
バークは，婚姻継承的財産設定（marriage settle- 

ment）を挙げて妻が夫権を完全に無効にするのも
可能であることを示唆する．婚姻継承的財産設定
とは，もっぱら婚姻前に婚姻を約因としてなされ
る継承的財産設定のことをいい，その中に妻の小
遣いや寡婦給与産，分与産が含まれるのが通例で
あるが，夫が婚姻継承的財産設定において寡婦給
与産をなす権利を留保している場合や，それを設
定せずに亡くなった場合，妻は，国教を奉じるこ
とで，大法官が妥当と考える範囲内でその権利を
遂行させることが可能となる．これは，夫が権利
を留保することで有しえた妻に対する影響力を奪
い取られ，妻が「夫の愛顧にまったく左右されな
い」69）地位を手にすることを意味した．こうして
カトリックは，子どもに対する父権ばかりか，妻
に対する夫権も強権的に剥奪され，家族に対する
一切の権利を喪失した哀れな存在へと不可避的に
追いやられたのである．70）

  次いで土地財産の取得に関する作用である．カ
トリックは，同じく1704年の法令により直接また
は信託により新たに土地を取得したり購入したり
できなくなったが，それはまた「誰であれカトリ
ックは，土地に作用するいかなる種類の不動産権
も所有することができない」71）ことを意味し

ることもできず，（現在われわれが目にするよう
に）あらゆる種類の不朽な取得を不可能とされる
であろう」65）ことは明々白々であった．
  しかし，問題は単にそれだけにはとどまらなか
った．ガヴェルカインド保有の作用・効果それ自
体は確実ではあったが，あまりにゆっくりとした
ものであったがゆえに，機先を制するために案出
されたのが長子による改宗の奨励である．つま
り，国教の遵奉こそが，カトリック土地所有者が
単独相続を継続させる唯一の抜け道であると，何
恥じることなく宣せられたのである．バークは，
このあまりに狡猾な仕掛けに憤然として「コモ
ン・ローの精神からのより顕著な逸脱」であると
断じ，「国教遵奉後直ちに父親の土地財産の性質
および特性を完全に変更する」がゆえに，「カト
リックのすべての家族に内在する自然な関係にも
っとも尋常ならざる効果を生みだすよう意図され
た」66）と非難している．
  この長子による改宗の法的効果は絶大で，カト
リックの父親がたとえ土地財産に対する完全かつ
絶対的な所有権である単純不動産権を有していた
としても，長子が国教を奉じることで，たちまち
生涯不動産権者に貶められることになる．国教に
改宗した長子は，復帰権ならびに法定不動産相続
を手にすることで，妻子のためになされたあらゆ
る種類の無償継承的財産設定（voluntary  settle- 

ment）を遡及して無効にすることができ，また大
法官裁判所で父親に財産価値を証言させ生計費を
給付するよう強いることも可能である．67）後者に
ついていえば，これは何も長子にのみ与えられた
権利ではなく，国教を奉じさえすれば，その他の
子どもも同様な方法で生計費を要求できるが，さ
らに加えて長子は，最初の訴訟以降に勤勉その他
の方法により新たに財産が得られたことが判明す
れば，その度ごとに何度でも訴状を提出すること
を公認されており，その責め苦は，「現在の一切
の所有財産だけでなく，取得と改良のあらゆる希
望を完全に放棄する」68）まで続くことになる．
  このようにカトリックの父親は，長子の国教遵
奉を契機に所有財産に対する支配権の一切を奪取
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て，これらの法令すべてから見て取られるべき
は，財産の取得はカトリックにとってとてつもな
く困難とされること，および法は精励勤勉へのあ
らゆる経路で彼らと相まみえ，押し止めること，
これである」74）と．
  この後続けてバークは，カトリックは民事・軍
事を問わずあらゆる部門の公職に就くことを禁じ
られ，法曹職からも排除されるばかりか，その下
働きとしてすら働くこともできないこと，カトリ
ックの小売り商人は地方自治体にあっては自由市
民権を得られず，生地でありながらあたかも外国
人のように商売をしなければならないこと，さら
にリネン工場を除き，どういった場所，どういっ
た仕事であろうと二人以上の徒弟を雇うのを禁じ
られていることなどを指摘している．75）カトリッ
クは，土地財産の取得，所有および相続はいうに
及ばず，あらゆる分野においてその財産権を保障
されず，社会の構成員として当然有すべき共通の
権利を剥奪され行為無能力の状態に強制的に留め
置かれた．彼にとって，まさにこうした人民の大
部分の法益剥奪・法外放置は，文明化された社会
では決してその例を見ず，ましてイングランドで
は国制上まったくその正反対に位置するものであ
った．この点で，彼の「カトリック擁護」は，財
産権の擁護，別言すれば市民社会の擁護に引照さ
れおり，彼が「すべての人は，われわれの自然権
の維持と確かな享受が市民社会の大にして究極的
な目的であると確信し，それゆえ，どんなもので
あれ，あらゆる形態の政府は，それらが完全に従
属する，かの目的に役に立つ限りでのみ善である
と確信する」とまで述べたのも，そのためであっ
たということができる．
  ところで最初に述べたように，この『カトリッ
ク法論』は未完のまま放置されたものの，バーク
の最初の政治的パンフレットであると同時に，以
後彼によって展開されることになる「カトリック
擁護論」ないし「アイルランド擁護論」の本質を
規定するものでもあった．議会の運営に直接責任
を有したハミルトンの様々な求めに応じて彼を下
から支えることが私設秘書としてのバークの主た

た．そうした中でただ一つ認められた例外が，31
年を限度とする不動産貸借権（lease）である．し
かし，彼によれば，それすら二つの点で制限が課
されることになる．
  一つは，年価値の三分の二以上の地代が定期借
地の全継続期間を通じて据え置かれる上に，当該
不動産貸借権が復帰権のように将来何らかの条件
が成就し，あるいは期間が満了することで開始さ
れる将来権の類ではなく，賃貸者が現在使用・収
益できる状態にある現有不動産権であることであ
る．このことは，現実の占有が賃借者によってな
されていても，賃貸者の不動産権は現有であり，
将来のある時期からではなく，実施に移されたま
さにその日から始まることを意味した．それゆ
え，カトリックは地代を不当に高く設定されたば
かりか，「もし賃借がほんの少しでも期間や価値
を越え，あるいは開始時期を変更してなされるな
らば，利益はすべて没収され，まさにその事実に
よってプロテスタントの第一発見者または通告者
に与えられる」と法定された．しかも，発見者に
は「あらゆる形態の調査によりそれを発見し，あ
らゆる種類の特権により告訴する権限」が与えら
れたのに対し，訴追されたカトリックは，嘆願や
妨訴抗弁といった通常認められる特恵もなく，た
だ「没収を引き出すために，自らの不動産権およ
び信託の正確な種類と公正な価値を詳かにする」
よう強要されたのである．72）

  このように，カトリックに唯一認められた不動
産貸借権も徹底した収奪の対象とみなされ，精励
勤勉して土地の改良に励むことなど事実上不可能
であったが，さらに当該貸借権は王国全体に行き
渡るものではないという二つめの制限がこれに加
わる．すなわち，「名誉革命時に没収されたり，占
有回復法（Act of resumption）によって売却され
たりした，すべての土地」はその対象外とされた
が，こうした除外地は，「100万アイルランド・エ
イカーよりもずっと多く，王国全体のほぼ十分の
一に達した」73）とされる．こうしてバークは，カ
トリック法の土地財産の取得に関する作用を明ら
かにした上で，次のように述べている．「概し
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変更も要求しなかった．もっともラディカルであ
ったときでさえ，バークは，気質・性向によりま
ったく保守的なままであった．」78）

  実際，1788年インド総督であったヘイスティン
グズ（Warren Hastings）を専制の廉で弾劾した際
を除いて，バークが大々的に自然法に依拠した議
論を行ったことはなく，『カトリック法論』で展
開された自然法への訴えかけと，その後のアイル
ランド問題に関する彼の論調との間に大きな懸隔
があるのは紛れもない事実である．しかしなが
ら，先にもみたように，バークが自然法に依拠し
ながら法の根源にまで遡ってカトリック法は法と
しての要件を著しく欠くがゆえに不正・不当であ
るとしたことも，またそれがカトリック法を全体
的に批判する際のもっとも有力な論拠であったこ
とも，紛れもない事実である．この点で，マホー
ニもいうように，「カトリック擁護」を実際政治
の中で推し進めていく上で，その論拠・手法を変
更したとみるべきであるが，『カトリック法論』が
企図されたのが，彼が下院議員としてイングラン
ドの政界に登場する前であったことを考え併せた
とき，彼の本来的な目的がカトリック法の不正・
不当を原理的に論難するところにあったのであ
り，カトリック法の廃棄に向けた具体的なプラン
なり，政策なりを提起するところにあったのでは
ないことは，自ずから明らかである．
  と同時に，バークが依拠した自然法についてい
えば，その言い回しがいくらロックの口吻に似た
ものであったとしても，それがロック流の抵抗権
や革命権を是認するためでなかったのは，その行
論からも明らかである．この点で，彼は「プロテ
スタント支配体制の解消も，アイルランドの社会
構造の実質的な変更も要求しなかった」という，
オゴーマンの言は正しいが，そもそもそれはバー
クの流儀ではないし，そのために自然法を援用し
たわけでもない．彼がカトリック法の不正・不当
を闡明しようとしたのは，そのあまりに逸脱した
アイルランド統治のあり方に非を入れて，それを
あるべき姿に是正したいがゆえにであって，当然
にもそれは当の立法権者を含む支配者層に向けら

る仕事であったが，アンダーテイカーと呼ばれた
ごく少数の有力者を抜きにして実際政治は成立し
えないという国内の複雑な構造の中で，アイルラ
ンドの事情に通暁し，友人・知人も数多くいたバ
ークは，単なる有能な秘書などではなく，知恵袋
ないし懐刀といった存在であったと推知される．
このことはその後のロッキンガムとの関係をみれ
ば容易に理解できるが，それにしてもカトリック
法を真正面からラディカルに非難した同書の内容
は，かりにアイルランド統治が抱える根本的な問
題を明示するところにその目的があったとして
も，求められる範囲をはるかに逸脱したものであ
ったといわざるを得ない．むしろ，アメリカ問題
を論じた際にみられたのと同様，自らが関わった
重要事について問題の所在をその根源にまで遡っ
て分析・検証するというのが彼のやり方であり，
『カトリック法論』の中で示されたカトリックや
アイルランドに対する彼の強い思いは，終生一貫
したものであった．
　このことに触れて，コニフ（James  Conniff）
は，分析は十分になされているものの，「刑罰法
は撤廃されるべきとの，言外においてなされる示
唆は別にして，彼はどんな明確な改革も提示して
いない」という．彼は，その理由として自然法に
依拠したロック的な議論が「バークの趣からして
あまりにラディカル過ぎた」ことを挙げ，その後
「積極果敢な漸進主義者」にスタンスを変えたと
する．76）同様にマホーニも，このときバークが表
明した所信は生涯同一不変であったが，「彼はカ
トリックの大義を弁ずるに際し基点を変更した．
彼は，自然権という高尚な根拠から慎慮，正義お
よび便宜というそれに改めたのである」と述べて
いる．77）またそれとは別に，自然法への訴えかけ
をレトリックであるとしてその過大視を窘めたオ
ゴーマン（Frank O’Gorman）は，「『カトリック法
論』の言い回しは過度に飾り立ってはいるもの
の，大意はそれほど極端ではなかった」として，
次のようにいう．「彼は，カトリックのためによ
り良き処遇を要求したが，プロテスタント支配体
制の解消も，アイルランドの社会構造の実質的な
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ド社会はすでに資本主義化しており，「彼が大切
に抱いた伝統的な秩序とは単に階統的な秩序で
あるばかりか，資本主義的な秩序でもあった」79

）とする彼の見解は，些か早計にすぎる嫌いがあ
る．というのも，バークがもっとも重視した財
産権は，歴史的変移を伴いながらコモン・ロー上
において承認されてきた諸種の不動産権であり，
「取得欲」や「貪欲」といった進取の精神は資
本主義の展開に必要であったとしても，当時す
でに資本主義的秩序が形成されていたという見
解にはやはり無理があるからである．いずれに
しても，この部分でより重要であるのは，専制
に抗する中で形成されてきた市民社会，ならび
にその根幹をなす財産権，就中不動産権は最大
限擁護されること，そしてカトリックもまたその
十全なる構成員として市民社会の中に包含され
るべきことを，バークが闡明したことである．

　以上ここまで，バークのカトリック批判をそ
の所説に沿いながら検討してきたが，最後に付
言すれば，まず第一に『カトリック法論』は，コ
ニフのいうように「アイルランド政治の本質に関
するバークの理解のもっとも完全な所説」80）であ
り，「カトリック擁護論」ないし「アイルランド擁護
論」の本質を規定するものであるということで
ある．第二は，バークが『カトリック法論』に
おいてすでに保守的な気質・性向を多分に有し
ていた点である．これは先に挙げたオゴーマン
の見解であるが，むしろバークのその後の展開
の中にそのことを積極的に読み取っていくこと
が今後の課題である．
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